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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　使用時の鉄心の温度が１００℃以上３００℃以下となる設計のモータのロータ部分の鉄
心素材として用いられる無方向性電磁鋼板であり、
　質量％で、
　Ｃ：０．００２０％～０．０１００％
　Ｐ，Ｓｎの少なくとも何れか一方：それぞれ０．０１％～０．２０％
　Ｓｉ：２．０％～４．０％
　ｓｏｌ－Ａｌ：０．３％～２．０％
　Ｍｎ：０．２％～１．０％
を含有し、かつ、
　Ｎ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｔｉ、Ｖの少なくとも何れかを、下記式（１）で表わされるＣｆｒｅ

ｅの値が０．００２≦Ｃｆｒｅｅ≦０．００５となるように含有し、
　残部がＦｅ及び不純物であり、
　１５℃での引張強さＴＳをＴＳ（ＲＴ）とし、１００℃以上３００℃以下でのＴＳの最
低値をＴＳ（Ｍｉｎ）としたとき、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）≧０．９である、ロー
タ用無方向性電磁鋼板。
 
Ｃｆｒｅｅ＝１２×（［Ｃ］／１２＋［Ｎ］／１４－［Ｎｂ］／９３－［Ｚｒ］／９１－
［Ｔｉ］／４８－［Ｖ］／５１）　・・・（１）
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　ここで、上記式（１）において、［Ｘ］で表わされる表記は、元素Ｘの含有量［質量％
］であり、含有していない元素の含有量はゼロを代入するものとする。
【請求項２】
　請求項１に記載されたロータ用無方向性電磁鋼板の製造方法であって、
　化学成分として、質量％で、
　Ｃ：０．００２０％～０．０１００％
　Ｐ，Ｓｎの少なくとも何れか一方：それぞれ０．０１％～０．２０％
　Ｓｉ：２．０％～４．０％
　ｓｏｌ－Ａｌ：０．３％～２．０％
　Ｍｎ：０．２％～１．０％
を含有し、かつ、
　Ｎ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｔｉ、Ｖの少なくとも何れかを含有し、当該Ｎ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｔｉ、
Ｖの含有量が、下記式（１）で表わされるＣｆｒｅｅの値が０．００２≦Ｃｆｒｅｅ≦０
．００５となるように制御されており、
　残部がＦｅ及び不純物である無方向性電磁鋼板スラブを、冷間圧延板とした後、
　仕上げ焼鈍において、焼鈍温度を９００℃以上で行い、冷却時の８００℃以下５００℃
以上の温度域における冷却速度を２５℃／秒超過とする、ロータ用無方向性電磁鋼板の製
造方法。
 
Ｃｆｒｅｅ＝１２×（［Ｃ］／１２＋［Ｎ］／１４－［Ｎｂ］／９３－［Ｚｒ］／９１－
［Ｔｉ］／４８－［Ｖ］／５１）　・・・（１）
 
　ここで、上記式（１）において、［Ｘ］で表わされる表記は、元素Ｘの含有量［質量％
］であり、含有していない元素の含有量はゼロを代入するものとする。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ロータ用無方向性電磁鋼板及びロータ用無方向性電磁鋼板の製造方法に関す
るものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、省エネルギー化への重要性は高まっており、例えば自動車分野においては、ハイ
ブリッド自動車や電気自動車の躍進が目覚ましく、また家電製品分野においても消費電力
の低い高効率エアコンや冷蔵庫がある。これらの製品では共通してモータが使用されてお
り、その高効率化が重要性を増している。
【０００３】
　これらのモータは、省スペース化と系全体の高効率化の目的で小型化が進められており
、一方で出力を確保するために高速回転化してきている。高速回転での使用時には、遠心
力による負荷に耐えるために、電磁鋼板を高強度とする必要がある。特に、永久磁石モー
タの場合には、磁石を保持するブリッジ部が破壊されないことが必要であり、高速回転す
るモータのロータ用無方向性電磁鋼板には、鉄損よりも強度が最重視されてきており、相
対的に鉄損の重要度は低いとされている。
【０００４】
　一方で、モータ自身の高出力化に伴いエネルギーロスの総量が増加し、このロスの多く
は熱となるために、コアが加熱されるという課題が生じている。コアが加熱されすぎた場
合に懸念されるのは、磁石の消磁や巻き線の絶縁などが生じることである。これらの現象
を避けるため、モータにおいては冷却効率の改善が必要となり、電磁鋼板においては加熱
の原因となる鉄損の低減が必要となる。
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【０００５】
　従来は、強度と加熱の問題は個別に議論される場合が多く、強度と鉄損が同時に議論さ
れる場合でも、鋼板に求められる特性としては、常温での特性を元にしたものがほとんど
であった。
【０００６】
　以下の特許文献１は、無方向性電磁鋼板及びその製造方法を開示したものであり、Ｃｕ
の析出強化を利用した高強度化と、磁歪定数を制御しての低鉄損化と、の両立を図る方法
が開示されている。
【０００７】
　また、以下の特許文献２は、無方向性電磁鋼板の及びその製造方法を開示したものであ
り、時効処理後に高強度と低鉄損を得られる方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０１１－６７２１号公報
【特許文献２】特開２００４－１８３０６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　従来、強度と加熱の問題を同時に議論されることは少なかったが、高温では鉄心材料の
鋼板が軟化してしまう問題があり、モータの安全性を確保するには、高温域で必要な強度
を担保することが必要となる。
【００１０】
　しかしながら、上記特許文献１及び特許文献２に見られるように、従来、常温での強度
を増加させることは行われてきたが、高温での強度増加を目指したものでは無かった。即
ち、従来の方法では、仕様上の温度範囲での軟化も考慮に入れて、より高強度の素材を使
用するしかなかった。しかし、一方で、一般的に電磁鋼板においては、強度に対して、コ
ストと鉄損の両方が背反しているために、高強度を得るには製造コストが増加し、更に製
造される無方向性電磁鋼板の鉄損は劣ったものとならざるを得ないという課題があった。
即ち、従来の方法では、強度確保のためには、より強度が高く、しかし同時にコストや磁
気特性が劣る無方向性電磁鋼板を用いざるを得なく、その結果、使用時にはコアの加熱量
が更に増加し、この課題解決のために更なる冷却対策が必要となるといった、悪循環が生
じていたと言える。
【００１１】
　本発明は、前述のような従来技術の問題点を解決し、安全かつ安価で高効率なモータの
ロータにおける鉄心材料として、高温での使用に際しても強度と磁気特性に優れた無方向
性電磁鋼板と無方向性電磁鋼板の製造方法を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者らは、高速回転するモータのロータにおける上記課題、即ち１００℃～３００
℃の高温では鉄心に用いる鋼板の強度低下が起こることに付随する課題解決を図るために
、鋭意検討を進めた。その結果、鋼板の成分と仕上げ焼鈍の焼鈍条件を制御するという鋼
板生産コストを大幅に増加させない製造方法でありながら、高温での強度低下を大幅に改
善できた。更に、そのような鋼板を用いたロータでは、高温での強度を確保しながらより
低鉄損の電磁鋼板を使用可能なことから、発熱量自体を下げられることを見出した。即ち
、本発明を利用しない場合に比べて、高温での強度を同等に確保しつつ、安価でありなが
ら、更に温度上昇自体を抑えることが出来るロータを実現することが出来た。本発明者ら
は、これらの知見を基に本発明を完成した。
　本発明の要旨は、以下の通りである。
【００１３】
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（１）使用時の鉄心の温度が１００℃以上３００℃以下となる設計のモータのロータ部分
の鉄心素材として用いられる無方向性電磁鋼板であり、質量％で、Ｃ：０．００２０％～
０．０１００％、Ｐ，Ｓｎの少なくとも何れか一方：それぞれ０．０１％～０．２０％、
Ｓｉ：２．０％～４．０％、ｓｏｌ－Ａｌ：０．３％～２．０％、Ｍｎ：０．２％～１．
０％を含有し、かつ、Ｎ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｔｉ、Ｖの少なくとも何れかを、下記式（１）で
表わされるＣｆｒｅｅの値が０．００２≦Ｃｆｒｅｅ≦０．００５となるように含有し、
残部がＦｅ及び不純物であり、１５℃での引張強さＴＳをＴＳ（ＲＴ）とし、１００℃以
上３００℃以下でのＴＳの最低値をＴＳ（Ｍｉｎ）としたとき、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（
ＲＴ）≧０．９である、ロータ用無方向性電磁鋼板。
（２）（１）に記載されたロータ用無方向性電磁鋼板の製造方法であって、化学成分とし
て、質量％で、Ｃ：０．００２０％～０．０１００％、Ｐ，Ｓｎの少なくとも何れか一方
：それぞれ０．０１％～０．２０％、Ｓｉ：２．０％～４．０％、ｓｏｌ－Ａｌ：０．３
％～２．０％、Ｍｎ：０．２％～１．０％を含有し、かつ、Ｎ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｔｉ、Ｖの
少なくとも何れかを含有し、当該Ｎ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｔｉ、Ｖの含有量が、下記式（１）で
表わされるＣｆｒｅｅの値が０．００２≦Ｃｆｒｅｅ≦０．００５となるように制御され
ており、残部がＦｅ及び不純物である無方向性電磁鋼板スラブを、冷間圧延板とした後、
仕上げ焼鈍において、焼鈍温度を９００℃以上で行い、冷却時の８００℃以下５００℃以
上の温度域における冷却速度を２５℃／秒超過とする、ロータ用無方向性電磁鋼板の製造
方法。
　
【００１４】
Ｃｆｒｅｅ＝１２×（［Ｃ］／１２＋［Ｎ］／１４－［Ｎｂ］／９３－［Ｚｒ］／９１－
［Ｔｉ］／４８－［Ｖ］／５１）　・・・（１）
【００１５】
　ここで、上記式（１）において、［Ｘ］で表わされる表記は、元素Ｘの含有量［質量％
］であり、含有していない元素の含有量はゼロを代入するものとする。
【発明の効果】
【００１６】
　以上説明したように本発明によれば、使用時に高温になるような仕様のモータのロータ
において、高温での強度を確保しながら、効率、コストに優れたロータを実現する鉄心素
材としての無方向性電磁鋼板と、その製造方法を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】実験２に関するグラフであり、無方向性電磁鋼板の温度に対する引張強度ＴＳの
関係を示している。
【図２】実験２に関するグラフであり、Ｃｆｒｅｅ値とＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）と
の関係を示している。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に、本発明の好適な実施の形態について詳細に説明する。
【００１９】
　以下で説明する本発明の実施形態は、主に電気機器やハイブリッド自動車等のモータに
おけるロータの鉄心材料として用いられる無方向性電磁鋼板と、その製造方法に関するも
のである。特に、高速回転するモータのロータが使用時に１００～３００℃まで高温化す
るような環境下でもロータの鉄心素材として強度と磁気特性を損なわない無方向性電磁鋼
板、及び、そのような特徴を大幅なコスト増加無しに実現する無方向性電磁鋼板を製造す
ることができる製造方法に関するものである。なお、本発明による無方向性電磁鋼板は、
高温での強度を担保することで特にロータ素材として優れるが、鋼板歩留まり改善の為に
、ステータと一体で打ち抜いて使用しても何ら問題は無い。
【００２０】
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　具体的には、鋼中のＣやＰ，Ｓｎなどの成分元素の添加量の制御と、仕上げ焼鈍時の焼
鈍温度、冷却速度を制御するだけで、安定的に高温域で高強度を得ることができ、高温で
の強度を指標とできることで、モータの設計時に適正な強度、磁気特性、コストの無方向
性電磁鋼板を用いることが可能となる。高温での強度に着目する技術は、以下で詳述する
本発明が初めてであり、従来技術では高温での強度確保が安定的に行えるものでは無かっ
た。
【００２１】
（本発明に至った実験内容について）
　本発明に係る無方向性電磁鋼板及び無方向性電磁鋼板の製造方法を説明するに先立ち、
以下に先ず、本発明に至った実験内容について説明する。
【００２２】
＜実験１＞
　本発明者らは、ロータ素材に求められる高強度化とその影響について調べるために、実
験モータを作成して鋼板自体の評価を行った。高速回転した場合のロータの破壊について
調べ、徐々に回転数を上げて状態を確認しながら調査を行っていると、回転数を上げた直
後では無く、しばらく時間が経過してから破壊が起こる場合が多いとの結果が得られた。
【００２３】
　この原因を調べるためにモータの状況を詳しくモニターしたところ、温度による影響と
判明した。即ち、稼働時に発生する熱で徐々にコアが加熱され、ある一定の温度に到達し
た際に破壊が生じていると分かった。破壊が起こった原因は、鋼板が高温で軟化したため
と推定している。以上の結果より、コアの強度設計には、高温での強度低下を考慮する必
要があることが明らかとなった。
【００２４】
＜実験２＞
　高温での鋼板強度の低下に対して、従来は更なる高強度化で対応してきたものと言える
が、一般的に、強度と磁気特性及び製造コストとは背反関係にあるため、従来の方法では
強度優先のために磁気特性とコストを犠牲にせざるを得なかったと言える。本発明者らは
、従来技術では高温での強度と言う視点が欠如していることが課題の一つと捉え、製造条
件の異なる様々な鋼板の高温での強度を調査することとした。
【００２５】
　先ず、温度に対する強度変化を確認したところ、鋼種毎に若干の傾向差はあったが、概
ねどの鋼板でも同様の傾向が見られた。その結果の代表例を、図１に示す。なお、図１に
おける縦軸の数字は、鋼種により元々の強度レベルが異なっていたものを同等に比較する
ために、常温（１５℃）の引張強度ＴＳ（ＲＴ）を基準として、各試験温度での引張強度
ＴＳの比を取ったＴＳ／ＴＳ（ＲＴ）によって整理したものである。調査した無方向性電
磁鋼板のほとんどは、比較例として示した鋼板と同様の傾向を取り、調査した温度範囲で
は、ほぼ線形に強度の低下が見られ、３００℃ではＴＳ／ＴＳ（ＲＴ）～０．７となり、
常温に比べて３０％近く強度が低下する結果であった。しかし、調査した中に１００℃～
３００℃で強度が高くなるものがあり、高温でもＴＳ／ＴＳ（ＲＴ）＞０．９となってお
り、即ち強度の低下が１０％以下に抑えられる結果であった。
【００２６】
　本発明者らは、上記のような高温域での強度低下の少ない特徴を実現するために必要な
製造条件を、詳細に調査した。その結果、素材成分と仕上げ焼鈍の冷却条件が大きく影響
しており、高温での強度低下が少ないという特徴を安定して収率良く得るには、これらの
要因を制御する必要があることが判明した。
【００２７】
　特に影響の大きかったＣｆｒｅｅの値と、仕上げ焼鈍の冷却速度の影響についてまとめ
た結果を図２に示す。Ｃｆｒｅｅは、炭化物や窒化物とならずに固溶Ｃとして存在するＣ
量の指標となることを想定した値として、本発明者らが、以下の式（１）として定義した
値である。
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【００２８】
　Ｃｆｒｅｅ＝１２×（［Ｃ］／１２＋［Ｎ］／１４－［Ｎｂ］／９３－［Ｚｒ］／９１
－［Ｔｉ］／４８－［Ｖ］／５１）　・・・（１）
【００２９】
　ここで、上記式（１）において、［Ｘ］で表わされる表記は、元素Ｘの含有量［質量％
］であり、含有していない元素の含有量はゼロを代入するものとする。
【００３０】
　一方で、グラフの縦軸は、室温の引張強度ＴＳ（ＲＴ）と、１００℃以上３００℃以下
でのＴＳの最低値ＴＳ（Ｍｉｎ）の比であるＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）で整理してお
り、この値が大きいほど高温域での強度低下が少ないことを意味する。図２より、Ｃｆｒ

ｅｅが大きいほど、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）が増加していることが分かる。グラフ
のプロットは、仕上げ焼鈍の冷却速度が２５℃／秒超過か２５℃／秒以下かで区別してい
る。仕上げ焼鈍の冷却速度が２５℃／秒以下であっても、高温域の強度低下が抑えられる
傾向ではあるが、バラつきが大きく、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）＞０．９を必ずしも
満たしていなかった。一方で、仕上げ焼鈍の冷却速度が２５℃／秒超過である場合には、
ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）＞０．９を安定して満たすことが出来ており、即ち、高温
域での強度低下を十分抑制するには、Ｃｆｒｅｅと仕上げ焼鈍の冷却速度との両方を制御
する必要があることが判明した。
【００３１】
　なお、Ｃｆｒｅｅ≧０．００５であっても、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）＞０．９を
満たしているが、２００℃×１０時間の時効試験を行ったところ、これらの鋼板で鉄損の
劣化が認められたため、以下で詳述する本発明では、範囲外としている。
【００３２】
＜実験３＞
　質量％で、Ｃ＝０．００２１％，Ｓｉ＝２．９％、ｓｏｌ－Ａｌ＝１．２５％、Ｍｎ＝
０．３％、Ｐ＝０．０１％、Ｓｎ＝０．０３％、Ｓ＝０．００１４％、Ｔｉ＝０．００１
１％、Ｎ＝０．００１６％，Ｎｂ＝ｔｒ．，Ｚｒ＝ｔｒ．，Ｖ＝ｔｒ．（Ｃｆｒｅｅ＝０
．００３２）を含有し、残部がＦｅ及び不純物である無方向性電磁鋼板の冷延板を用い、
仕上げ焼鈍を以下の表１に示す３つの条件で行い、その後絶縁コーティングを施した。得
られた無方向性電磁鋼板の一部は、ＪＩＳ５号試験片に加工し、室温から３００℃までの
温間引張試験でＴＳを調べた。また、一部をワイヤーカットにより実験モータのロータに
加工し、実験モータとした。実験モータは、無負荷一定速度で回転させた時にコア温度が
２００℃まで上昇するまでの時間と、実験後のロータの変形有無とで評価し、その結果を
備考にまとめている。
【００３３】
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【表１】

 
【００３４】
　鋼種Ａと鋼種Ｂとを比べると、一般的な強度指標と考えられるＴＳ（ＲＴ）では鋼種Ａ
が優れているが、ＴＳ（Ｍｉｎ）は同程度であり、実用上は強度面では同等と言える。ど
ちらの鋼種でも、モータテスト自体に大きな問題は無かったが、鋼種Ａは、実験モータの
２００℃到達時間が短く、コアの加熱が大きいという問題があるということが分かった。
【００３５】
　次に、鋼種Ｂと鋼種Ｃとを比べると、ＴＳ（ＲＴ）は同等であるが、ＴＳ（Ｍｉｎ）が
鋼種Ｃは劣っていた。実験モータの２００℃到達時間は同等であったが、モータテスト後



(8) JP 6497176 B2 2019.4.10

10

20

30

40

50

にロータ形状を調べると、鋼種Ｃでは僅かに変形が見られており、モータの仕様によりロ
ータコアが破損したと言え、実用上の強度が不足していたとの結果であった。
【００３６】
　以上の実験結果は、本発明者らが行った実験の一部であるが、本発明者らは、これらの
実験を元に、以下で詳述する本発明を完成した。
【００３７】
（無方向性電磁鋼板について）
　本発明の実施形態に係る無方向電磁鋼板は、使用時の鉄心の温度が１００℃以上３００
℃以下となる設計のモータのロータ部分の鉄心素材として用いられる、ロータ用無方向性
電磁鋼板である。本実施形態に係る無方向性電磁鋼板は、室温（１５℃）での引張強さＴ
ＳをＴＳ（ＲＴ）とし、１００℃以上３００℃以下でのＴＳの最低値をＴＳ（Ｍｉｎ）と
したときに、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）≧０．９である。
【００３８】
　本実施形態に係る無方向電磁鋼板は、質量％で、Ｃ：０．００２０％～０．０１００％
、Ｐ，Ｓｎの少なくとも何れか一方：それぞれ０．０１％～０．２０％を少なくとも含有
し、かつ、Ｎ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｔｉ、Ｖの少なくとも何れかを、下記式（１）で表わされる
Ｃｆｒｅｅの値が０．００２≦Ｃｆｒｅｅ≦０．００５となるように含有し、残部がＦｅ
及び不純物であることが好ましい。また、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板は、Ｆｅの
一部にかえて、質量％で、Ｓｉ：２．０％～４．０％、ｓｏｌ－Ａｌ：０．３％～２．０
％、Ｍｎ：０．２％～１．０％、を更に含有してもよい。
【００３９】
　Ｃｆｒｅｅ＝１２×（［Ｃ］／１２＋［Ｎ］／１４－［Ｎｂ］／９３－［Ｚｒ］／９１
－［Ｔｉ］／４８－［Ｖ］／５１）　・・・（１）
【００４０】
　ここで、上記式（１）において、［Ｘ］で表わされる表記は、元素Ｘの含有量［質量％
］であり、含有していない元素の含有量はゼロを代入するものとする。
【００４１】
＜化学成分について＞
　以下では、まず、本実施形態に係る無方向性電磁鋼板の化学組成の限定理由について説
明する。なお、以下の説明において、含有割合を示す「％」は、特に断りの無い限り「質
量％」を意味するものとする。
【００４２】
［Ｃ：０．００２０％～０．０１００％］
　Ｃは、本発明の高温での強度確保に重要な元素であり、その効果を安定して得るには、
Ｃの含有量は、０．００２％以上とすることが重要である。しかしながら、Ｃの含有量を
増やし過ぎると、鋼板が硬く脆くなり、製造上の課題が生じるため、Ｃの含有量の上限を
、０．０１％とすることが好ましい。Ｃの含有量は、より好ましくは、０．００２５％～
０．００５０％である。
【００４３】
［Ｃｆｒｅｅ＝１２×（［Ｃ］／１２＋［Ｎ］／１４－［Ｎｂ］／９３－［Ｚｒ］／９１
－［Ｔｉ］／４８－［Ｖ］／５１）：０．００２０％～０．００５０％］
　それぞれの元素名で表わされる変数として、鋼中の含有量（質量％）を用い、炭化物や
窒化物とならずに固溶Ｃとして存在するＣ量の指標となることを想定した値として、Ｃｆ

ｒｅｅ＝１２×（［Ｃ］／１２＋［Ｎ］／１４－［Ｎｂ］／９３－［Ｚｒ］／９１－［Ｔ
ｉ］／４８－［Ｖ］／５１）を定義した。本実施形態に係る無方向性電磁鋼板では、かか
るＣｆｒｅｅの値を、０．００２０以上０．００５０以下とすることが重要である。なお
、Ｎの含有量が式に含まれている理由は、式中に記載した炭化物形成元素が窒化物も作り
易く、窒化物となった分は炭化物形成に寄与しないために、窒化物となった分を差し引く
ためである。本発明で着目している高温域での強度低下を抑制するためには、Ｃｆｒｅｅ

≧０．００２０とすることが重要であり、Ｃｆｒｅｅの値が大きい（換言すれば、固溶Ｃ
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の量が多い）ほど強度面では有利であるが、固溶Ｃの量が多すぎるとセメンタイトの析出
による時効が生じ、磁気特性を劣化させてしまうという別の問題が生じる。そのため、Ｃ

ｆｒｅｅの値は、０．００５０以下とすることが重要である。Ｃｆｒｅｅの値は、より好
ましくは、０．００３０～０．００４５である。
【００４４】
［Ｓｉ：２．０％～４．０％］
　Ｓｉは、電磁鋼板の固有抵抗を高める元素であり、鉄損の低減に有効であることに加え
て、安価に固有抵抗を高めることが出来るとの経済的な理由から、２．０％以上を含有す
ることが好ましい。一方で、Ｓｉの含有量が多いほど鉄損には有効であるが、多すぎると
脆化して製造途中での破断リスクを著しく増大することから、Ｓｉの含有量の上限を４．
０％とすることが好ましい。Ｓｉの含有量は、より好ましくは、２．５％～３．３％であ
る。
【００４５】
［ｓｏｌ－Ａｌ：０．３％～２．０％］
　ｓｏｌ－Ａｌは、電磁鋼板の固有抵抗を高める元素である。しかしながら、磁束密度Ｂ
ｓ低下への寄与が高く、鋼板の脆化にも影響が大きいため、ｓｏｌ－Ａｌの含有量の上限
を２．０％とすることが好ましい。また、ｓｏｌ－Ａｌの含有量が低すぎると、固有抵抗
が低くなってしまう他、ＡｌＮ等の窒化物が微細に析出して粒成長を悪化させ、鉄損を悪
化する懸念がある。そのため、ｓｏｌ－Ａｌの含有量の下限を０．３％とすることが好ま
しい。ｓｏｌ－Ａｌの含有量は、より好ましくは、０．３％～１．４％である。
【００４６】
［Ｍｎ：０．２％～１．０％］
　Ｍｎは、鋼板の脆性をあまり悪化させずに電磁鋼板の固有抵抗を高める元素であり、鉄
損の低減に有効であることから、Ｍｎの含有量を０．２％以上とすることが好ましい。Ｍ
ｎの含有量が多いほど鉄損には有効であるが、Ｍｎはオーステナイトフォーマーであるこ
とから、Ｍｎの含有量が多すぎると製造途中の高温処理時にフェライト単相で無くなり、
製品板において著しく磁気特性を悪化させる懸念がある。そのため、Ｍｎの含有量の上限
を１．０％とすることが好ましい。Ｍｎの含有量は、より好ましくは、０．２５％～０．
８５％である。
【００４７】
［Ｐ，Ｓｎ：１種又は２種でそれぞれ０．０１％～０．２０％］
　Ｐ，Ｓｎは、それぞれ偏析型元素であり、結晶粒界に偏析することでＣが粒界に偏析す
ることを防ぎ、結晶粒内に存在する固溶Ｃの割合を増加させることで本発明で着目する高
温域での高強度を得ることが可能となるため、重要な元素である。Ｃの偏析を抑制する効
果を得るには、Ｐ，Ｓｎの１種又は２種でそれぞれ０．０１％以上含有することが重要で
ある。ここで、それぞれの含有量が０．１０％以上では効果が飽和し始め、それぞれの含
有量が０．２０％以上含有させても、それ以上の効果は得られない。そのため、Ｐ，Ｓｎ
の１種又は２種の含有量の上限を、０．２０％とすることが重要である。Ｃの偏析を抑制
する効果は、Ｐ，Ｓｎどちらとも同様にあるので、どちらか一方を鋼に含有させることが
重要である。また、Ｐ，Ｓｎの両方を含有させても本発明の効果を妨げるものではないた
め、Ｐ，Ｓｎの両方を含有させてもよい。Ｐ，Ｓｎの１種又は２種の含有量は、より好ま
しくは、それぞれ０．０３％～０．０８％である。
【００４８】
［その他元素について］
　本発明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板は、更に強度を増加させるための元素として
、Ｎｂ，Ｚｒ，Ｔｉ，Ｖの少なくとも何れかを含有することが好ましい。この際、上記Ｃ

ｆｒｅｅ＝１２×（［Ｃ］／１２＋［Ｎ］／１４－［Ｎｂ］／９３－［Ｚｒ］／９１－［
Ｔｉ］／４８－［Ｖ］／５１）の値を０．００２以上０．００５以下の範囲に制御するこ
とで、本発明の効果を得ることが出来る。
【００４９】
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　また、本発明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板は、不可避的な不純物として、又は、
磁気特性を良好にする元素として、Ｏ、Ｃｕ、Ｃｒ、Ｃａ、ＲＥＭ、Ｓｂ、Ｂ等を、本発
明の機械特性及び磁気特性を損なわない範囲で含有してもよい。
【００５０】
＜引張強さについて＞
　上記のような化学成分を有する、本発明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板は、１００
℃～３００℃という高温状態においても優れた強度を有し、かつ、優れた磁気特性を有す
る。そのため、本発明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板の室温（１５℃）で測定した引
張強さＴＳをＴＳ（ＲＴ）とし、１００℃以上３００℃以下の温度で測定した引張強さＴ
ＳをＴＳ（Ｍｉｎ）としたときに、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）≧０．９となる。ここ
で、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）の値は、好ましくは、０．９１以上である。なお、Ｔ
Ｓ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）の値は、大きければ大きいほど高温での強度の低下が無いと
いう点で好ましいが、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）値は、実質的には１．０以下となる
。
【００５１】
　なお、上記のような室温及び高温での引張強さは、公知の温間引張試験機を用いて測定
することが可能である。
【００５２】
　また、本発明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板の磁束密度や、各種鉄損などといった
磁気特性の測定方法については、特に限定されるものではなく、例えば、ＪＩＳ　Ｃ　２
５５０に規定されているエプスタイン試験に基づく方法や、ＪＩＳ　Ｃ　２５５６に規定
されている単板磁気特性試験法（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｓｈｅｅｔ　Ｔｅｓｔｅｒ：ＳＳＴ）な
ど、公知の方法により測定することが可能である。
【００５３】
　以上、本発明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板について、詳細に説明した。
【００５４】
（無方向性電磁鋼板の製造方法について）
　次に、本発明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板の製造方法について説明する。
　本発明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板の製造条件であるが、仕上げ焼鈍に関する条
件を除き、一般的に知られた無方向性電磁鋼板の製造方法に従って良い。すなわち、本発
明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板の製造方法では、上記の化学成分を含有する無方向
性電磁鋼板スラブを、一般的に知られた無方向性電磁鋼板の製造方法に従って冷間圧延板
とした後、以下で詳述するような仕上げ焼鈍を実施すればよい。
【００５５】
　ここで、仕上げ焼鈍に関しては、９００℃以上の温度まで鋼板を加熱し、その後の冷却
過程を、８００℃以下５００℃以上の温度域での冷却速度が２５℃／秒超過となる条件で
実施することが、本発明で着目する高温域において引張強度の低下を１０％以下に抑える
ために必要である。
【００５６】
　なお、本発明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板の製造方法において、焼鈍温度は、好
ましくは９５０℃以上である。また、焼鈍温度の上限値は、特に規定するものではないが
、１０５０℃とすることが好ましい。
【００５７】
　また、仕上げ焼鈍時における冷却過程では、８００℃以下５００℃以上の温度域での冷
却速度を３０℃／秒以上とすることが、より好ましい。また、かかる温度域での冷却速度
の上限値は、特に規定するものではないが、５０℃／秒とすることが好ましい。
【００５８】
　本発明の実施形態において、高温での強度低下が抑制できる理由であるが、以下のよう
に考えている。すなわち、通常であれば、鋼板は温度上昇に従って転位が動きやすくなる
ため、軟化が生じる。一方で、本発明の実施形態に係る無方向性電磁鋼板では、微量含ま
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れる固溶Ｃが高温域で転位に寄り集まって転位の動きを阻害することで、鋼板が強化され
たものと推定している。
【００５９】
　製造条件の制御が重要である理由は、Ｃを析出状態ではなく固溶状態で鋼板中に均一に
分散させておくことが、高温での強度確保に必要であるからだと考えている。
【００６０】
　化学成分については、炭化物を形成するような元素に対してＣ量を過剰とすることで固
溶Ｃとして鋼中に存在する量を確保することが重要であり、また、Ｐ又はＳｎの含有が重
要である理由は、これらの元素が偏析型の元素であり、自身が粒界へ偏析することで固溶
Ｃが粒界へ偏析することを防ぎ、粒内で転位の動きを抑制する効果を増加させるためと考
えている。
【００６１】
　また、製造条件については、析出状態となって固溶Ｃが減ってしまうことを防ぐために
、上記のような製造条件が重要であると言える。即ち、仕上げ焼鈍を９００℃以上で実施
することで、一部炭化物として析出したＣを再び固溶させ、再析出が起こる温度範囲を一
定以上の冷却速度で冷却することで、Ｃの析出を抑制して固溶状態を維持しているものと
考えている。なお、本発明の効果は、析出強化など様々な強化方法を施した場合でも本発
明の規定する条件を満たしていれば、問題無く発現させることが可能である。
【実施例】
【００６２】
（実施例１）
　以下の表２に示すような成分の無方向性電磁鋼板インゴットを、真空溶解により溶製し
た。得られた無方向性電磁鋼板インゴットを、熱間圧延で板厚ｔ＝２．１ｍｍの熱延板と
し、１０００℃×４０秒の熱延板焼鈍を施した後、酸洗し、冷間圧延により板厚ｔ＝０．
３０ｍｍの冷延板とした。その後、表２に示すような仕上げ焼鈍温度及び冷却速度条件で
仕上げ焼鈍を行い、更に、絶縁コーティングを施した。
【００６３】
　得られた無方向性電磁鋼板は、一部をＪＩＳ５号試験片に加工し、室温から３００℃ま
での温間引張試験で引張強度ＴＳを調べ、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）で評価を行った
。
【００６４】
　更に、得られた無方向性電磁鋼板の一部は、５５ｍｍ角に打ち抜き、２００℃×１０時
間の時効処理前後で鉄損劣化が無いかを端板磁気測定試験機（ＳＳＴ：Ｓｉｎｇｌｅ　Ｓ
ｈｅｅｔ　Ｔｅｓｔｅｒ）により磁気測定を行うことで調べた。
　得られた結果を、以下の表２にまとめて示した。
【００６５】
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【表２】

【００６６】
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　表２から明らかなように、Ｃｆｒｅｅ値が０．００２以上０．００５以下の範囲にある
素材では、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）が０．９以上と良好な結果が得られた。しかし
ながら、Ｎｏ．７では仕上げ焼鈍の冷却速度が本発明の範囲外となり、Ｎｏ．８では仕上
げ焼鈍温度が本発明の範囲外となり、Ｎｏ．１３ではＰ，Ｓｎの含有量が本発明の範囲外
となった結果、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）が０．９を下回っていた。Ｎｏ．１４に関
しては、ＴＳ（Ｍｉｎ）／ＴＳ（ＲＴ）は０．９を上回っているが、時効処理後に鉄損劣
化があった。
【００６７】
　以上、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について詳細に説明したが、本
発明はかかる例に限定されない。本発明の属する技術の分野における通常の知識を有する
者であれば、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇内において、各種の変更例ま
たは修正例に想到し得ることは明らかであり、これらについても、当然に本発明の技術的
範囲に属するものと了解される。
 

【図１】

【図２】
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